
 

事 務 連 絡 

令和６年３月 26 日 

 

 各      

 

こども家庭庁成育局保育政策課 

 

令和６年能登半島地震に係る保育関係の災害対応について（周知）（その９） 

（保育所等に対する保育士等の派遣について） 

 

平素より保育政策の推進に御尽力いただき御礼申し上げます。 

令和６年１月１日に発生した令和６年能登半島地震及びこれに伴う災害により被災

された保護者等に係る対応については、「子ども・子育て支援に係る災害対応について

（周知）」（令和６年１月２日付けこども家庭庁成育局保育政策課等事務連絡）、FAQ

（令和６年能登半島地震）等において周知を行ったところですが、追加事項について下

記のとおり周知いたしますので、各都道府県等におかれては、内容について十分に御了

知のうえ、管内市町村への周知・助言等をお願いいたします。 

 

記 

 

１．公立保育所等の保育士等による被災地の保育所等への派遣について 

＜制度の仕組み＞ 

〇 今般の能登半島地震における対応として、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第

252条の 17の規定に基づき、他地域の公立の保育所等（保育所、地域型保育事業所、

認定こども園をいう、以下同じ。）の保育士による、被災地の保育所等への派遣の仕

組みを構築することといたしました。 

〇 当該仕組みについては、災害発生直後であれば、数日程度の短期的な派遣を行うこ

とも考えられるところ、今般の対応としては、避難所等から戻ってくる保育士とこど

もの数に不均衡が生じるなど、一時的に保育士が不足することに備えて行うことを想

定しつつ、現在は保育所等の運営が戻っていく過渡的な期間であることを踏まえると、

運営が戻るまでの間に保育士の派遣を一定期間行うことが望ましいと考えられるこ

とから、月単位程度を前提とした派遣を行うことといたします。 

〇 対象地域については、石川県能登６市町（輪島市、珠洲市、穴水町、能登町、七尾

市、志賀町をいう、以下同じ。）の保育所等への派遣といたします。 

〇 また、今般の仕組みにおいては、保育士の他、市町村の行政事務を行う事務職員の

派遣も対象としています。 
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＜費用支弁について＞ 

〇 地方自治法第 252 条の 17 の規定に基づく公立の保育所等の保育士等（保育士、市

町村の行政事務を行う事務職員をいう、以下同じ。）による保育所等への派遣につい

ては、その受入に要する経費（人件費、旅費及び宿泊費等）に対して特別交付税措置

が講じられます。 

 

＜留意点＞ 

〇 当該仕組みにより派遣される保育士については、被災地の公立の保育所等のほか、

私立の保育所等において業務支援を行うことも考えられるところ、当該保育士は、派

遣先自治体の管理体制の下で保育を行う必要があることから、仮に当該保育士が私立

の保育所等において保育を行う過程で保育事故が起きた場合には、派遣先自治体及び

当該保育士の責任となることに留意が必要です。このため、私立の保育所等に対し業

務支援を行う場合においては、派遣先自治体と当該私立保育所等の間で、事前に業務

支援に係る取り決めとして、責任の所在の明確化や当該保育士が行う必要のある業務

内容を確認しておくようお願いいたします。 

 

２．保育所等への保育士等の派遣要望について 

今般の仕組みについては、今後、 

・ 各都道府県におかれましては、石川県能登６市町への月単位程度を前提とした派遣

が可能な保育士等の登録要請をお願いする予定ですのでご承知おきください。 

・ 石川県におかれましては、石川県能登６市町の保育に係る提供の実情を踏まえ、①

公立保育所等からの保育士と、②市町村の行政事務を行う行政職員それぞれについて、

石川県能登６市町への月単位程度を前提とした派遣の要望に関する調査を行う予定

ですので、ご承知おきください。なお、当該仕組みは派遣として行うものであること

から、恒常的に勤務するものではないため、恒常的に勤務する保育士等が必要な場合

には、直接雇用をご検討いただくようお願いいたします。 

なお、マッチングの際には、派遣要望の状況も踏まえ、個別にご相談、調整させてい

ただく予定ですのでご承知おきください。 

 

 

【問合せ先】 

●こども家庭庁成育局保育政策課 企画法令第一係 

ＴＥＬ ： 03-6858-0058 

アドレス： hoikuseisaku.hourei1@cfa.go.jp 
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